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被験者は、 MR 画像上で顎関節に関節円板前方転位を認めない有歯顎者 l 名、片側復位性関節円板前方転位を認め














，長 (C- ICP) からの距自在を計測した。
実験 3 :顎関節に関節円板前方転位を認める有歯顎者の唱暢時下顎頭運動に関する研究
被験者は、 MR 画像上で顎関節に片側復位性関節円板前方転位を認める 31名(片側復位群)、片側非復位性関節円
板前方転位を認める 15名(片側非復位群)、両側復位性関節円板前方転位を認める 18名(両側復位群)、両側非復位性
関節円板前方転位を認める 26名(両側非復位群)、片側に復位性、対側に非復位性関節円板前方転位を認める 10名





実験 2 :阻鴫時下顎頭運動経路の水平面投影図を、関口初期に内側に向かい、閉口末期に外側から戻るもの (CH-
1 )、開口経路と閉口経路が重なり合うもの (CH-2)、開口初期に外側に向かい、閉口末期に内側から戻るもの
(CH-3)、中心校合位からほとんど動きのないもの (CH- 4) の 4 つに分類した。 10ストローク中、阻鴫側下顎頭
が (CH-1 )、非岨鴫側下顎頭が (CH-3) を示すものが3.7::!:3.5ストロークと最も多く出現した。水平面投影図
での開口初期の運動方向は、喧明側下顎頭では内側方向に 13.7::!: 33.5。、非日!E[ P爵側下顎頭では外側方向に 13.8:! 
30.60 であった。 C-TP は阻噴側下顎頭では外側に位置する傾向があり、偏位量は0.1::!: 0.6mm、非阻暢側下顎頭では
内側に位置する傾向があり、偏位量は0.3::!:0.6mmであった。 C-TP、 C-ICP 聞の距離は、 O_Él P爵側下顎頭で4.8::!:2.3mm、
非阻噴側下顎頭では6 .4 ::!:2.6mmで‘あった。
実験 3 :片側復位群の健側阻暢時、片側非復位群の健側阻瞬時、両側復位群、復位一非復位群の復位側担瞬時、非復
位側阻瞬時では、対照群より有意に多く出現する阻暢パターンが認められた。
水平面投影図上での開口初期の運動方向は、片側復位群健側阻鴫時、両側復位群、両側非復位群、復位一非復位群
非復位側阻H爵時、復位一非復位群復位側岨暢時の岨噴側下顎頭では、対照群より有意に内側方向へ開口した。片側復
位群健側岨噴時、両側復位群、両側非復位群、復位-非復位群復位側岨晴時の非阻噴側下顎頭では、対照群より有意
に外側方向へ開口した。
C-TP は、片側復位群復位側担噴時、片側非復位群非復位側阻瞬時、両側非復位群、復位一非復位群非復位側岨
瞬時の岨晴側下顎頭では、対照群より有意に外側方向に偏位し、片側非復位群健側日目爵時、復位-非復位群復位側阻
H爵時の口!l3."爵側下顎頭では、対照群より有意に内側方向に偏位した。片側復位群復位側阻瞬時、片側非復位群非復位側
阻暢時、両側非復位群、復位-非復位群非復位側阻瞬時の非阻日間側下顎頭では、対照群より有意に内側方向に偏位し、
片側非復位群復位側岨瞬時、復位一非復位群復位側担瞬時の非唱暢側下顎頭では、対照群より有意に外側方向に偏位
し fこ。
C-TP、 C-ICP 間の距離は、唱暢側下顎頭においては有意な差は認めなかった。両側非復位群の非日!E["爵側下顎頭
では、対照群より有意に大きく、復位一非復位群の復位側岨暢時、非復位側咽噴時の非阻H爵側下顎頭では、対照群よ
り有意に小さかった。
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【結論】
以上より、関節円板前方転位が岨唱時の下顎頭運動に及ぼす影響の様相が明らかとなった。本研究の結果は、顎関
節内部障害の病因、病態を解明し、その診査、診断に役立てる上で有意義であるのみならず、今後、顎関節に生じる
病的変化の原因となるメカニカルストレスとの関連を明らかにし、さらに、顎関節症の原因と考えられる異常顎運動
を生じさせる校合異常を明らかにする上で重要であることが示唆された。
論文審査の結果の要旨
本研究は、顎関節内部障害の一つである関節円板前方転位が、いかに哩鴫時下顎頭運動に反映しているかを明らか
にすることを目的としたものである。
その結果、関節円板前方転位を認めない有歯顎者と関節円板前方転位を認める有歯顎者では唱暗時下顎頭運動は異
なる様相を示すことから、関節円板前方転位が喧瞬時下顎頭運動に及ぼす影響が明らかとなった。
以上から、阻鴫時下顎頭運動を分析することにより、顎関節内部障害の病因、病態を解明し、その診査、診断を行
える可能性が示唆され、本研究は、博士(歯学)の学位請求に値するものと認めるo
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